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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景 

国においては、これまで待機児童対策や幼児教育・保育の無償化、児童虐待防止対策の

強化等、子ども・子育てに関する施策の充実に取り組んできました。令和５年４月には

「こども基本法」が施行され、次代の社会を担うすべての子どもが、健やかに成長するこ

とができ、将来にわたって、幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、子ども

施策を社会全体で総合的かつ強力に実施していくための施策や取組が進められています。 

本市では、令和２年３月に「第２期武雄市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「第２

期計画」という。）を策定し、令和２年度～令和６年度を計画期間として、子ども・子育

て支援に関する各種施策・事業に取り組んできました。また、令和４年度は、第２期計画

の中間年度となることから、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込及び

提供体制の確保の内容等の見直しを行いました。 

第２期計画が令和６年度をもって終了することから、社会情勢、国の動向等、本市の子

どもと家庭を取り巻く状況を踏まえ、令和７年度～令和 11 年度を計画期間とする「第

３期武雄市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計

画」として策定するものです。本計画の策定にあたっては、国が示す「子ども・子育て支

援法に基づく子ども・子育て支援事業計画の基本指針」に基づくとともに、次世代育成支

援対策推進法第８条に定める「市町村行動計画」として策定し、行動計画策定指針に定め

る施策の取組を推進します。 

なお、本市の「武雄市まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「武雄市地域福祉計画」等の

上位計画・関連計画との整合を図り策定します。 

【計画の記載事項について】 

計画名 記載事項 

子ども・子育て支援事

業計画（第５章） 

①幼児期の学校教育・保育の量の見込、提供体制確保の内容 

②地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保 

次世代育成支援行動

計画（第４章） 

①地域における子育ての支援 

②母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

③子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の確保 

④子育てを支援する生活環境の整備 

⑤職業生活と家庭生活との両立の推進 

⑥子ども等の安全の確保 

⑦要保護児童への対応などきめ細やかな取組の推進 
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【計画の位置づけ】 
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３ 国の動向 

第２期武雄市子ども・子育て支援事業計画が策定されて以降、下記のように子ども・子

育て支援に関して制度改正等が行われています。 

【子ども・子育て支援に関する国の動向】 

時 期 概 要 

令和５年４月１日 「こども基本法」が施行 

令和５年 12月 22日 こども基本法第９条に基づき「こども大綱」を閣議決定 

令和６年４月１日 児童福祉法が改正され、「子育て世代包括支援センター」と「市区

町村子ども家庭総合支援拠点」の機能が一体となった「こども家庭

センター」が開設 

令和６年５月 31日 「こどもまんなか実行計画」の決定 

令和６年６月５日 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律が成立し、妊婦等包

括相談支援事業やこども誰でも通園制度、産後ケア事業等、子ど

も・子育て世帯を対象とする支援の拡充 

 

４ 計画期間 

本計画は、令和７年度を初年度として、令和 11 年度までの５年間を計画期間としま

す。 

【計画期間】 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度～ 

      

    見直し及び 
策定 

 

 

５ 計画の策定体制と策定の経緯 

（１）武雄市子ども・子育て会議 

本計画の策定にあたっては、市民、学識経験者、教育・保育や子育て支援に関わる団

体の代表者、事業者の代表者からなる「武雄市子ども・子育て会議」を設置し、本計画

にかかる審議をいただきながら策定しました。 

  

第３期武雄市子ども・子育て支援事業計画 

次期計画 
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（２）計画策定に伴う基礎調査 

市民の教育・保育、子育て支援事業の利用状況や利用意向を把握し、計画に反映させ

るためアンケート調査を実施しました。 

 

【調査の種類と実施方法】 

調査の種類 調査の対象（母集団） 実施方法 調査時期 

就学前児童アンケート 
市内の就学前児童 

（０～５歳）の保護者  

・無作為抽出 2,032人 

・WEBにて回答 

令和６年 

３月 

小学生アンケート 
市内の就学児童 

（小学１～６年生）の保護者 

・無作為抽出 1,823人 

・WEBにて回答 

令和６年 

３月 

 

【回収状況】 

 配布数 回収数 回収率 

就学前児童アンケート 2,032票 488票 24.0％ 

小学生アンケート 1,823票 542票 29.7％ 

（３）パブリックコメントの実施 

      （実施後に記載します。） 
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第２章 武雄市の子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 人口・世帯の状況 

（１）総人口の推移 

総人口は減少傾向が続いており、令和２年の 48,659 人から令和６年の 47,208 人

と、５年間で 1,451 人の減少となっています。年齢３区分別にみると、年少人口（０

～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）は減少している一方で、高齢者人口（65 歳

以上）は増加傾向で、令和６年には高齢化率が 32.5％となっています。本市において

も人口減少、少子高齢化が進んでいます。 

【年齢３区分別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 

（２）子ども人口の推移 

18 歳未満の子どもの人口は減少傾向ですが、15～17 歳（高校生）は令和５年から

令和６年にかけて増加しています。 

【子ども人口の推移】 
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年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上） 高齢化率

(人)

高齢化率

(％)

2,469 2,451 2,407 2,340 2,256 

2,748 2,707 2,674 2,618 2,559 

1,459 1,494 1,468 1,424 1,415 

1,467 1,429 1,422 1,463 1,491 

8,143 8,081 7,971 7,845 7,721 
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０～５歳（就学前） ６～11歳（小学生）
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(人)

15～17歳（高校生）

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 
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（３）世帯構成 

令和２年の国勢調査では、本市の６歳未満親族のいる一般世帯の割合は 9.9％、６歳

未満親族はいないが 18歳未満親族のいる一般世帯の割合は 14.2％で、これらを合わ

せた 18 歳未満親族のいる一般世帯は 24.1％となり、全国（19.3％）・県（22.8％）

と比較して高くなっています。 

【世帯の状況（全国・県との比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年） 

【６歳未満親族のいる世帯の構造】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年）  
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75.9 

77.2 

80.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

武雄市

佐賀県

全国

６歳未満親族のいる一般世帯

６歳未満親族はいないが18歳未満親族のいる一般世帯

その他の一般世帯

(％)

その他の一般世帯

66.4 

0.1 
3.8 

29.8 

夫婦と子どもから成る世帯 男親と子どもから成る世帯

女親と子どもから成る世帯 三世代等

(％)

三世代等

世帯数
（世帯）

世帯人員
（人）

６歳未満人員
（人）

17,554 46,217 2,386

６歳未満がいる世帯 1,740 8,022 2,386

核家族 1,222 4,892 1,657

夫婦と子どもから成る世帯 1,155 4,663 1,571

男親と子どもから成る世帯 1 3 1

女親と子どもから成る世帯 66 226 85

三世代等 518 3,130 729

一般世帯
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（４）出生の動向 

出生数は、減少傾向で、令和２年以降 400 人以下で推移しており、令和４年には

343 人に減少しています。合計特殊出生率は、平成 25～29 年までは増加傾向でし

たが、平成 30～令和４年で減少に転じています。国・県と比較すると、国・県を上回

って推移ししています。 

【出生数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 

 

【合計特殊出生率の推移（全国・県との比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 
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２ 女性の就業状況 

（１）女性の就業状況 

女性の就業率の推移をみると、令和２年に「25-29 歳」、「35-39 歳」以上では増

加しています。 

全国・県と比較すると、「15-19 歳」では全国・佐賀県より低いですが、「20-24

歳」以上では全国・佐賀県を上回っています。 

【女性の就業率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性の就業率（全国・県との比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 
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３ ニーズ調査結果の概要 

（１）保護者の就労状況 

【就学前児童の保護者】 

・母親は、フルタイム就労（育休・介護休業中も含む）が 52.8％となっており、前回

の 43.3％から 9.5 ポイント増加しています。パートタイム就労はいずれの時間帯

も前回から減少しています。 

■母親の就労状況 

 

【小学生児童の保護者】 

・母親は、フルタイム就労（育休・介護休業中も含む）が 49.3％となっており、前回

の 42.9％から 6.4ポイント増加しています。パートタイム就労は月当たり 120 時

間以上が 11.5％で前回の 14.7％から 3.2ポイント減少していますが、その他の時

間帯は特に変わりません。 

■母親の就労状況 

 
 

 

  

52.8

7.5

15.3

2.9

21.5

0.0

53.8

7.5

22.4

4.3

12.0

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

フルタイム就労(育休・介護休業中も含む)

パートタイム就労：月当たり120時間以上

パートタイム就労：月当たり48時間以上120時間

未満

パートタイム就労：月当たり48時間未満

就労していない

無回答 現在 1年後

49.3

11.5

24.2

5.6

9.3

0.0

52.0

11.4

24.6

5.6

6.5

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

フルタイム就労(育休・介護休業中も含む)

パートタイム就労：月当たり120時間以上

パートタイム就労：月当たり48時間以上120時間

未満

パートタイム就労：月当たり48時間未満

就労していない

無回答 現在 1年後
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（２）教育・保育事業の利用意向 

【就学前児童の保護者】 

・認定こども園の利用意向が 67.4％あり、前回の 68.1％から 0.7ポイント減少して

います。認可保育所の利用意向が 34.0％あり、前回の 44.3％から 10.3 ポイント

減少しています。 

■平日の教育・保育事業の利用意向 

 

 

（３）地域の子育て支援事業の利用意向 

【就学前児童の保護者】 

・「武雄市子育て総合支援センター」は、現在利用していると回答した保護者が19.3％、

今後の利用意向があるのは 42.4％となっています。 

■武雄市子育て総合支援センターの利用状況 
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小規模な保育施設

家庭的保育(保育ママ)

事業所内保育施設

県の認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育(ベビーシッター)

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答
全体(N=488)

19.3

80.7

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

利用している

利用していない

無回答
全体(N=488)
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■武雄市子育て支援センターの利用意向 

 

（４）病児・病後児保育の利用意向 

【就学前児童の保護者】 

・子どもが病気やケガで幼稚園や保育所・認定こども園を利用できなかった際に、病

児・病後児保育を利用した割合は 5.9％で前回の 3.3％から 2.6 ポイント増加して

います。また病児・病後児保育の利用意向は 40.0％となっています。 

■子どもが病気やケガで通っている施設が利用できなかったときの対応 

 

■病児・病後児保育の利用意向 

 

  

30.9

11.5

57.6

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

利用していないが、今後利用したい

すでに利用しているが、今後利用日数を増やした

い

新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思

わない

無回答 全体(N=488)

43.1

85.6

43.1

10.9

5.9

0.0

0.0

3.5

1.5

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

父親が仕事を休んだ

母親が仕事を休んだ

(同居者を含む)親族・知人に子どもをみてもらっ

た

就労していない保護者が子どもをみた

病児・病後児保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答 全体(n=202)

40.0

60.0

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

できれば利用したかった

利用したいとは思わなかった

無回答 全体(n=180)
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（５）放課後児童クラブの利用意向 

【就学前児童の保護者】 

・放課後児童クラブの利用意向は、低学年（１～３年）で 59.0％（前回 62.1％）、高

学年（４～６年）で 31.3％（前回 49.1％）となっており、前回より利用意向が減

少しています。 

■放課後の過ごし方の希望（低学年） 

 

■放課後の過ごし方の希望（高学年） 

 

 

  

45.8

18.8

23.6

59.0

11.8

2.1

2.8

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅

祖父母や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

ファミリー サポート センター

その他

無回答 全体(n=144)

80.6

20.1

39.6

31.3

9.7

0.7

0.7

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅

祖父母や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

ファミリー サポート センター

その他

無回答 全体(n=144)
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（６）子育てに関する悩みや不安・相談先 

【就学前児童の保護者】 

・「自分の時間がもてない」が 41.6％（前回 31.7％）で最も高く、次いで「経済的な

不安・負担」が 37.7％（前回 28.3％）、「離乳食等子どもの食事や栄養」が 25.0％

（前回 18.3％）となっています。特に、子どもの年齢が０～１歳児では「離乳食等

子どもの食事や栄養」、２～４歳児では「自分の時間がもてない」と回答した割合が

高くなっています。 

・相談先は、「配偶者」（80.5％）、「父母（子どもの祖父母）」（74.4％）、「知人・友人」

（59.4％）と前回と同様の傾向で、身近な人の割合が高くなっています。 

■子育ての悩み 

 

  

17.2

7.8

19.9

4.5

25.0

16.6

17.0

37.7

24.4

8.6

4.5

22.5

14.1

41.6

6.4

14.8

2.7

1.4

23.6

1.6

4.9

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

子どもとの接し方・意思疎通

育児の方法がよくわからない

しつけがうまくいかない

親戚や隣近所の目が気になる

離乳食等子どもの食事や栄養

ことば等知的・精神的な発育

指しゃぶりや夜泣き等性格や行動

経済的な不安・負担

子どもとの時間を十分もてない

幼稚園や保育所、認定こども園等の対応

子育て仲間とのつきあいがうまくいかない

子育てのストレス

配偶者との関係(育児の意見が不一致等)

自分の時間がもてない

祖父母との育児方針の食い違い

勉強や進学のこと

地域の子育て支援サービス等を利用したいのに利

用方法がわからない

不安や悩みを相談する相手がいない

特にない

その他

無回答
全体(N=488)
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■子育ての悩みや不安の相談先 

 

  

80.5

74.4

13.5

59.4

1.8

8.2

0.4

5.9

43.9

4.1

0.0

28.3

0.0

0.0

4.7

2.5

1.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

配偶者

父母(子どもの祖父母)

親戚

知人・友人

近所の人

かかりつけの医師

児童委員・民生委員

武雄市子育て総合支援センター

幼稚園や保育所、認定こども園

市役所相談窓口

民間の相談サービス

インターネット

家庭児童相談員

児童相談所

誰にも相談しない

その他

無回答
全体(N=488)
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【小学生児童の保護者】 

・「勉強や進学のこと」が 36.2％（前回 27.6％）で最も高く、次いで「子どもの性格

や行動」が 30.3％（前回 24.4％）となっています。特に、子どもの学年が１～３

年生では「子どもの性格や行動」、４～５年生では「勉強や進学のこと」、６年生では

「経済的な不安・負担」と回答した割合が高くなっています。 

・相談先は、「配偶者」（72.5％）、「知人・友人」（58.9％）、「父母（子どもの祖父母）」

（51.3％）と前回と同様の傾向で、身近な人の割合が高くなっています。 

■子育ての悩み 

 

  

19.6

14.0

1.7

22.3

3.7

27.9

30.3

27.9

23.8

5.5

20.3

14.2

8.3

24.2

6.5

36.2

2.4

3.0

25.8

0.4

5.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

子どもとの接し方・意思疎通

しつけがうまくいかない

親戚や隣近所の目が気になる

子どもの食事や栄養

登校拒否・不登校

友達づきあい(いじめ等を含む)

子どもの性格や行動

経済的な不安・負担

子どもとの時間を十分もてない

学校等の対応

保護者同士の交流・つき合いが難しい

子育てのストレス

配偶者との関係(育児の意見が不一致等)

自分の時間がもてない

祖父母との育児方針の食い違い

勉強や進学のこと

地域の子育て支援サービス等を利用したいのに利

用方法がわからない

不安や悩みを相談する相手がいない

特にない

その他

無回答
全体(N=542)
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■子育ての悩みや不安の相談先 

 

  

72.5

51.3

11.4

58.9

3.3

6.3

0.7

2.2

44.8

2.8

0.4

18.8

0.9

0.4

9.6

2.2

2.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

配偶者

父母(子どもの祖父母)

親戚

知人・友人

近所の人

かかりつけの医師

児童委員・民生委員

武雄市子育て総合支援センター

学校の先生

市役所相談窓口

民間の相談サービス

インターネット

家庭児童相談員

児童相談所

誰にも相談しない

その他

無回答
全体(N=542)
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（７）子育てしやすいまちとなるために重要なこと 

【就学前児童の保護者】 

・「保育料や教育費の負担軽減」が 74.0％（前回 59.4％）が最も高く、次いで「道路

や公園など子どもが安心して暮らせる環境の整備」が 69.1％（前回 55.2％）、「出

産や医療に係る費用の負担軽減」が 48.0％（前回 27.7％）となっています。 

■子育てしやすいまちとなるために重要なこと 

 

  

45.3

40.8

74.0

48.0

43.6

19.1

9.8

13.7

13.7

6.4

15.4

6.4

15.2

18.4

69.1

23.4

29.7

15.4

2.0

1.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

就学前教育・保育の充実

放課後の子どもの居場所づくりの充実

保育料や教育費の負担軽減

出産や医療に係る費用の負担軽減

小児救急医療体制の充実

子育て総合支援センターなどの整備

子育ての不安や悩みの相談窓口の充実

発達などに関する専門相談体制の充実

親子が安心して集まって交流できる場などの整備

ファミリー サポート センターの充実

特別支援が必要な子どもへの事業推進

お産や妊娠に関する学習機会の促進

子育てについて学ぶ機会の促進

男女が共に子育てに関わるための意識啓発

道路や公園など子どもが安心して暮らせる環境の

整備

子どもの創造性や感性をのばす教育機会の普及

いじめや差別をなくす教育の推進

学力向上を目指した教育環境の整備

その他

無回答
全体(N=488)
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【小学生児童の保護者】 

・「保育料や教育費の負担軽減」が 70.5％（前回 48.4％）、次いで「道路や公園など

子どもが安心して暮らせる環境の整備」が 63.5％（前回 58.5％）、「小児救急医療

体制の充実」が 45.2％（前回 42.2％）となっています。 

■子育てしやすいまちとなるために重要なこと 

 

  

23.2

34.1

70.5

30.1

45.2

7.6

9.8

15.7

12.9

5.7

20.1

3.3

10.0

13.3

63.5

24.5

33.4

24.5

1.5

2.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

就学前教育・保育の充実

放課後の子どもの居場所づくりの充実

保育料や教育費の負担軽減

出産や医療に係る費用の負担軽減

小児救急医療体制の充実

子育て総合支援センターなどの整備

子育ての不安や悩みの相談窓口の充実

発達などに関する専門相談体制の充実

親子が安心して集まって交流できる場などの整備

ファミリー サポート センターの充実

特別支援が必要な子どもへの事業推進

お産や妊娠に関する学習機会の促進

子育てについて学ぶ機会の促進

男女が共に子育てに関わるための意識啓発

道路や公園など子どもが安心して暮らせる環境の

整備

子どもの創造性や感性をのばす教育機会の普及

いじめや差別をなくす教育の推進

学力向上を目指した教育環境の整備

その他

無回答
全体(N=542)
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４ 第２期計画の実施状況 

令和２年度から令和５年度までの取組について、基本目標ごとに取組の実施状況を整

理しています。 

 

基本目標１ すべての子育て世代への多様な支援の充実 

① 教育・保育サービ

スの充実 

・延長保育や一時預かり事業では、新たな事業参入者を加え、就労

形態の多様化に伴う保護者の様々な保育ニーズに対応していま

す。また、病児・病後児保育については、利用促進の広報を行い、

コロナ禍後は利用者も増えています。 

② 子育て支援サー

ビスの充実 

・親子で参加できるひろばの実施や子育て世代が参加できるフェ

スタの開催、妊娠時に参加できる企画を実施し、親子の交流の場

の提供、切れ目のない支援を進めています。また、子育てサポー

ター養成講座・子育て世代への講演会を実施し、支援の担い手を

育成していますが、支援者の確保が課題となっています。 

③ 放課後児童クラ

ブの充実 

・放課後児童クラブの待機児童対策として、社会福祉法人等への

働きかけ等を実施していますが、取組は若干遅れています。ま

た、協働サポーターの確保ができない放課後子ども教室もあり

ますが、放課後児童クラブと連携しながら活動を実施しました。 

④ 経済的負担の軽

減 

・子どもの医療費助成は、令和３年７月から高校生等（18 歳の年

度末）まで対象を拡大し、現物給付による助成を行っています。

また、令和４年度から不妊治療が保険適用になり、先進医療費用

の助成や保険適用外の治療費について助成、多子世帯への支援

として、令和４年度に 18 歳以下の児童を３人以上養育する世

帯に対し、生活支援特別給付金の支給を行いました。 

⑤ ワーク・ライフ・

バランスの実現

に向けた取組の

推進 

・講演会や啓発イベント、男女共同参画週間における広報・市ホー

ムページでの啓発活動を行い、ワーク・ライフ・バランスの実現

に向けて取組を進めています。 

⑥ 相談体制、情報提

供の充実 

・こども家庭課と子育て総合支援センターが連携を図りながら、

子育てに悩む保護者へ対応しています。また、市ホームページ

「たけおの子育て情報サイト」での情報提供、国が運営する「こ

こ de サーチ」の園情報を登録・更新し最新情報が提供できるよ

う努めています。 

・令和５年 10 月に市ホームページに「武雄市オンライン市役所」

を立ち上げ、申請の手続きガイドで申請方法、必要書類等を示し

オンライン申請ができる体制を整えました。 
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基本目標２ 特別な支援を必要とする子どもたちへの支援 

① 児童虐待防止策

の推進 

・武雄市要保護児童対策協議会、要対協実務者会議を開催し、関係

機関の連携強化及び情報共有を行っています。個々のケースに

ついては、児童相談所や警察署などの要対協の構成機関と連携

して対応し、早期発見・早期対応による虐待防止に努めました。 

② 子どもの貧困対

策 

・令和３年 12 月に「第２期武雄市子どもの未来応援計画（武雄

市子どもの貧困対策実行計画）」を策定し、貧困の連鎖を断ち切

るため、こどもの笑顔コーディネーターによる伴走型支援を拡

充し、市内全小中学校（市立のみ）まで対応できるようにしまし

た。 

③ 障がいのある子

どもがいる家庭

への支援 

・子育て相談係において、相談員（社会福祉士）による相談、公認

心理師による心理巡回訪問・個別心理相談を行いました。また、

発達障がいを持つ子どもの保護者向けの勉強会、保護者同士の

交流会として、子育て交流サロン（年５回）、ペアレント・プロ

グラム（年６回）を実施しました。 

④ 外国につながる

子どもへの支援 

・CSO（市民社会組織）団体による日本語教室の開催、広報誌で

の啓発活動を実施し、日本語指導が必要な児童生徒が在籍して

いる学校に、日本語指導担当教員、帰国子女等対応非常勤講師を

配置しています。 

基本目標３ すこやかに生み育てることができる環境づくり 

① 安心して妊娠、出

産できる環境の

確保 

・母子手帳交付時に全妊婦への面談を実施し、不安の解消に努め

ています。また、子育て世代包括支援センターを中心に、支援が

必要な妊産婦については、相談や訪問等継続的に支援を行い、安

心して出産・育児ができるように支援を行いました。 

② 親子の健康支援 
・母子保健推進員による家庭訪問やプレパパ・ママサロンの実施、

産後の産婦への相談や訪問を実施し、不安の軽減に努めました。 

③ 食育の推進 
・武雄市食育推進計画に基づき、関係団体と情報を共有しながら、

市民の食育を推進しています。 

基本目標４ 子どもの健全な育成を図る教育環境の整備 

① 教育環境の整備 

・ICT 機器の利活用を通じて個別最適な学びと協働的な学びを一

体的に充実し、子どもたちの個々に応じた指導を実施し、「生き

る力」の育成に取り組んでいます。 

・支援が必要な必要な児童生徒が在籍している学校に支援員を配

置しています。 

・幼保小での授業参観や情報交換等の実施、赤ちゃん登校日や育

ちあい講座を実施し幼児と小中高生が関わる機会をつくってい

ます。 
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② 家庭の教育力向

上 

・地域における親子交流の場づくりを実施し、その中で育児につ

いての共感や相談に応じています。また、保護者向けの子育て講

演会を実施しています。 

③ 思春期の保健対

策 

・小中学校における薬物乱用防止教室や防煙教室の実施、市民会

議、町民会議による地域環境点検活動の実施により、思春期の子

どもたちが、正しい知識を持ち、適切な対応をとれるように普及

活動や環境づくりに努めています。 

基本目標５ 安全で安心して子育てができる地域づくり 

① 子どもの安全の

確保 

・各園において園児を含む交通安全訓練、市立小学校や保育園等

で交通安全教室を実施していますが、子どもたちだけではなく、

すべての人が交通事故を防止するための行動を実践するよう意

識を高めることが必要です。 

・青色防犯パトロール活動、ながら防犯活動（ウォーキング、ジョ

ギング、ショッピング、通勤、犬の散歩などをしながらの防犯活

動）等、地域において防犯活動に取り組んでおり、子どもたちの

安全の確保と犯罪から守るための取組が進んでいます。 

② 子育てを支援す

る生活環境の整

備 

・公園や広場等の遊具点検、施設点検を行い、適切な管理に努めて

いますが、設置後年数が経過し老朽化が進んでいる遊具や施設

が多くなっており、撤去、更新時期を検討する必要があります。 

③ 子育てを支える

地域社会の形成 

・市内小中学校において地域学校協働本部を中心に、官民一体型

学校の推進や体験活動、交通安全見守り活動など地域全体で協

働活動に取り組んでいます。また、学校運営協議会を年 4 回程

度開催し、学校のカリキュラムデザインや生徒の様子を共有し

ています。 

・「月に一度はファミリーデー」の啓発およびファミリーデー標語

コンクールの実施、広報誌「雄翔」の発行、たけおっ子の主張の

開催、各町民会議による体験活動を実施しました。 

・市子連及び町子連球技大会の開催、わんぱくスクールの実施、ジ

ュニアリーダー活動の促進、地域コミュニティ活性化事業を実

施しています。 
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５ 子どもや子育て家庭を取り巻く課題の整理 

（１）子育てと仕事の両立支援について 

ニーズ調査では、働く母親が増加しており、育児休業を「取得した（取得中である）」

割合が前回調査より増加しています。一方で、父親の育児休業取得の割合は、前回調査

より増加していますが、母親に比べると低い状況が続いています。また、父親が育児休

業を取得していない主な理由について、「収入減となり、経済的に苦しくなる」「職場に

育児休業を取りにくい雰囲気があった」と回答した割合が上位にあがっています。仕

事と子育てを両立できる環境づくりを行うために、働き方に関する啓発や子育てに関

する職場の理解促進を行うとともに、育児休業制度等の利用による経済的な負担を軽

減する支援策の検討が必要です。 

また、子どもが病気の際には、病児・病後児保育を利用した割合も増加しています

が、母親が仕事を休んで看る場合が多くなっています。自由意見においても、病児・病

後児保育に関する回答があり、充実が求められています。 

 

（２）情報提供や相談支援体制について 

ニーズ調査では、子育ての悩みや不安の相談先は、配偶者や父母（子どもの祖父母）、

知人・友人、保育所や学校等の身近な人の割合が高く、市役所相談窓口や武雄市子育て

総合支援センターと回答した割合は低い状況です。また、子育てに役立つ情報の入手

先について、「広報・パンフレット」「市のホームページ」と回答した割合は、前回調査

より高くなっており、「インターネット」と回答した割合は、前回調査より大きく増加

しています。気軽に相談できる窓口支援体制の充実、子育てに関する正しい情報が各

家庭に届くように、取組を進めていくことが求められます。 

武雄市子育て総合支援センターを利用していると回答した割合は約２割となってお

り、新たに利用したり、利用日数を増やしたいと考えている人は約４割となっていま

す。子育て総合支援センターは、相談できる場、情報提供を受ける場であるとともに、

保護者同士の交流を図ることで保護者の不安や悩みを軽減・解消できる場でもあるた

め、今後も利用を促していくことが必要です。 

 

（３）地域における子育て支援について 

ニーズ調査では、近所や地域の人々との付き合いの程度について、「付き合いはまっ

たくない」と回答した割合が、就学前保護者、小学生保護者ともに前回調査より増加し

ています。また、住んでいる地域は子育てをしやすいところであると『思う』と回答し

た割合は、未就学児童保護者では 65.2％、小学生保護者では 82.8％となっており、

未就学児童保護者については前回調査より減少しています。 

子育て支援として、身近な地域の人に望むことについて、「子どもが犯罪や事故に遭
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わないよう、見守ってほしい」と回答した割合が最も高くなっており、地域での見守り

や声かけ等、地域住民の子育て支援活動の推進が求められています。特に、就学前児童

保護者では約１割の人が地域の人との付き合いがない状況であるため、子育て家庭の

孤立を防ぐ取組の推進が求められます。 

 

（４）子育てしやすいまちづくりについて 

ニーズ調査では、妊娠中の悩みや心配ごとについて「産後の育児」と回答した割合が

最も高く、産後の母親の体調について「睡眠が十分に取れなかった」「体の疲れが取れ

なかった」と回答した割合が５割を超えています。産後ケア事業の提供体制の確保や

保護者のメンタルヘルスに関する取組を進め、保護者の育児不安や負担の軽減を図り、

安心して産み育てられるように支援していくことが必要です。また、妊娠期から出産

までの期間の保健サービスの満足感が『得られた』割合は８割を超えていますが、ハイ

リスク妊婦や支援が必要な母子を見逃さず、妊娠期からサポートすることが重要です。 

子育てしやすいまちとなるための重要なことについて、就学前児童保護者、小学生児

童保護者ともに「保育料や教育費の負担軽減」と回答した割合が最も高くなっていま

す。自由記述においても、「経済的支援」や「子育て環境の整備」に関する回答が多く

なっており、ニーズの高い経済的負担の軽減や子育てしやすいまちづくりを進める必

要があります。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

本市では、子どもの生きる力を育み、子育て家庭の保護者が子どもと向き合い、安全で

安心して子どもを産み育てることができるよう、地域社会全体で、子どもと子育て家庭

に寄り添い、見守り、気づきを通して、様々な支援ができるまちづくりを目指し、「すべ

ての子どもを地域で見守る あんしんきち たけお」を基本理念とし、子ども・子育て支

援に取り組んできました。 

本計画においても、第 2 期計画の基本理念を踏襲し、すべての子どもたちが健やかに

成長していけるよう、行政だけではなく、保護者や市民、関係機関等が連携し、地域全体

での子育て環境がより充実したまちづくりを推進します。 

【基本理念】 

すべての子どもを 

地域で見守る あんしんきち たけお 
 

 

２ 基本的視点 

基本理念を実現するための基本的視点は、第２期計画を踏襲します。 

視点１ 未来に向かい、創造する子どもたちを育む               

核家族化の進行、地域における人間関係が希薄化しているなかで、子育て家庭の孤立

を防ぎ、子育てに魅力や喜び、楽しみを感じながら、安心して子どもを産み育てられるま

ちづくりを推進します。また、子どもたちの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に

尊重されるよう配慮することが必要です。仕事と生活の調和の実現に向けて社会全体で

連携して取り組むとともに、保護者と子どもがともに過ごす時間を充実できるように支

援します。 

視点２ 子どもたちの夢につながる可能性を引き出す               

幼児期から質の高い教育・保育を受けることができる環境を整備するとともに、子ど

もが「確かな生きる力」を身につけ、成長できるよう取組を進めます。 

視点３ 地域が見守り、支え合って守る子どもたちの安全             

子どもや子育て家庭を社会全体で見守り、支援することができる地域づくりを推進し

ます。また、安全で安心して生活できる生活環境、子どもたちを事故や犯罪から守るため

の体制を整備し、すべての子どもたちが健やかに育つ環境の整備に努めます。 
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３ 計画の基本目標 

基本理念を実現するための以下の５つの基本目標を設定します。 

基本目標１ すべての子育て世代への多様な支援の充実 

子育て家庭を取り巻く環境が変化し、教育・保育のニーズの多様化が進んでおり、引き

続き、保育事業の充実に向けた検討も必要となっています。教育・保育事業、子育て支援

の充実を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの取組を推進し、男女ともに子育てと

仕事を両立できる環境づくりを推進します。 

 

基本目標２ 妊娠期からの切れ目のない支援の充実 

相談支援体制の強化を図り、ハイリスク妊婦や支援が必要な母子を妊娠期から適切な

支援につなげます。保護者の育児不安や負担の軽減を図り、安心して産み育てられる体

制を充実するとともに、出産後も、子どもの成長の各段階において、親子の健康を確保・

増進するための取組を推進します。 

 

基本目標３ 特別な支援を必要とする子どもたちへの支援の充実 

児童虐待防止対策の充実、子どもの貧困対策、障がい児施策の充実等により、支援を必

要とする子どもたちが、身近な地域で安心して生活できる環境づくりを推進します。 

 

基本目標４ 子どもの健全な育成を図る教育環境の整備 

子どもが健やかに育つためには、子ども一人ひとりの人権が尊重されることが大切で

す。子どもの権利条約や子どもの権利擁護について、保護者や子どもたち自身への理解

を深める取組を推進します。また、子どもの「生きる力」の育成を図るとともに、地域や

関係機関等と連携を強化し、子どもたちの教育環境の整備を推進します。 

 

基本目標５ 安全で安心して子育てができる地域づくり 

子どもとその保護者が安心・安全に生活することができるよう、子どもの安全確保に

関する取組の推進、子育てに配慮した総合的なまちづくりを推進します。また、子どもた

ちの防犯・防災意識の向上を図ります。さらに、子どもたちを見守り、育てていくことが

できるよう、地域における子育て支援のネットワークを強化します。 
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１ 教育・保育サービスの充実 

２ 子育て支援サービスの充実 

３ 放課後児童クラブの充実 

４ 経済的負担の軽減 

５ ワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた取組の推進 

６ 相談体制、情報提供の充実 

 

１ 教育環境の整備 

２ 家庭の教育力の向上 

３ 思春期の保健対策 

 

１ 子どもの安全の確保 

２ 子育てを支援する生活環境

の整備 

３ 子育てを支える地域社会の

形成 

４ 施策の体系 
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基本的視点 基本理念 基本目標 施策の方向 

 

未
来
に
向
か
い
、
創
造
す
る 

子
ど
も
た
ち
を
育
む 

子
ど
も
た
ち
の
夢
に
つ
な
が
る 

可
能
性
を
引
き
出
す 

地
域
が
見
守
り
、
支
え
合
っ
て 

守
る
子
ど
も
た
ち
の
安
全 

 

基本目標１ 

すべての子育て世代への 

多様な支援の充実 

基本目標４ 

子どもの健全な育成を図る 

教育環境の整備 

基本目標５ 

安全で安心して子育てが 

できる地域づくり 

 

 

 

 

 

基本目標３３ 

特別な支援を必要とする 

子どもたちへの支援の充実 
 

１ 児童虐待防止策の充実 

２ 子どもの貧困対策 

３ 障がいのある子どもがいる

家庭への支援 

４ 外国につながる子どもへの

支援 

基本目標２ 

妊娠期からの切れ目のない 

支援の充実  

１ 安心して妊娠、出産できる

環境の確保 

２ 親子の健康への支援 

３ 食育の推進 
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第４章 子ども・子育て支援施策の展開（次世代育成支援行動計画） 

基本目標１ すべての子育て世代への多様な支援の充実 

（１）教育・保育事業の充実 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

１ 
教育・保育環境の整

備・充実 

ニーズ量に見合った定員の確保に努めるとと

もに、一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな

支援ができる体制づくりを推進します。 

こども未来課 

２ 
多様な保育ニーズへ

の対応 

延長保育事業、一時預かり事業、病児・病後児

保育等の周知及び利用しやすい環境づくりを

図り、多様化する保護者のニーズへの対応に努

めます。 

こども未来課 

 

（２）子育て支援の充実 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

３ 

武雄市子育て総合支

援センターの利用促

進 

親子で参加できるひろばの実施、子育て世代が

参加できるフェスタや妊娠時に参加できる企

画等を開催し、交流の場や学びの場を提供しま

す。また、子育てサポーター養成講座を開催し、

子育て支援の担い手となる人材を育成します。 

こども未来課 

４ 

多様な預かりに対応

した支援サービスの

充実 

ファミリー・サポート・センター事業、病児・

病後児保育事業を充実するとともに、子育てに

関する養育支援の充実に努めます。 

こども未来課 

５ 
読書に親しむ環境づ

くりの推進 

こども図書館では、ボランティアの協力による

「おはなし会」の開催、親子で参加する体験型

の講座やワークショップを実施し、子どもの成

長を支援します。 

文化課 

６ ブックスタート事業 

５か月児と保護者を対象に、絵本を通して親子

の交流を深め、心安らぐ時間を共有できるよう

支援します。 

文化課 

７ 
民生委員・児童委員

の見守り体制の充実 

地域社会の「見守り役」として、また主任児童

委員については、学校と区域担当の児童委員と

の「つなぎ役」として、各関係諸機関との連携・

協力をしながら家庭が抱える悩みや不安の解

消に努めます。 

福祉課 

８ 
父親（男性育児）へ

の支援 

父親を対象とした交流の場づくりや学びの機

会の充実、相談窓口の周知等、父親への支援の

充実に努めます。 

こども未来課 

  



28 

（３）放課後児童クラブの充実 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

９ 
放課後児童クラブの

施設整備 

利用者のニーズを踏まえながら、計画的な施設

整備に努めます。 
こども未来課 

10 受け入れ体制の充実 

佐賀県主催や専門的な研修を実施し、支援員の

質の向上に努めるとともに、支援員の増員等を

行い、支援が必要な児童の受け入れ体制の充実

に努めます。 

こども未来課 

11 
放課後子ども教室と

の連携 

放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携

を図り、放課後の児童の健全育成に努めます。 
こども未来課 

 

（４）経済的負担の軽減 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

12 児童手当の支給 

高校生年代までの児童を対象に児童手当の支

給を行い、子育て家庭における経済的負担の軽

減を図ります。 

こども家庭課 

13 子ども医療費の助成 高校生年代まで対象を拡大し助成を行います。 こども家庭課 

14 
不妊治療に係る費用

の助成 

先進医療費用の助成や保険適用外の治療費に

ついて助成を行います。 
こども家庭課 

15 
多子世帯への支援の

充実 
多子世帯への経済的な支援の充実に努めます。 こども家庭課 

 

（５）ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の推進 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

16 
ワーク・ライフ・バ

ランスの普及啓発 

男女共同参画に関する講演会やイベントを通

して、ワーク・ライフ・バランスの重要性を発

信し、普及啓発を行います。 

男女参画・市

民協働課 

17 企業等への働きかけ 

ワーク・ライフ・バランスの実現のため、企業

等を対象とした働き方の見直し等に関するワ

ークショップや講演会等を開催します。 

男女参画・市

民協働課 

18 

仕事と子育ての両立

に向けた職場環境づ

くり 

講演会や啓発イベントの実施、広報や市ホーム

ページ等で啓発活動を行い、育児休業制度の取

得促進など、仕事と子育てが両立できる働きや

すい職場環境づくりに向け、意識の醸成に努め

ます。 

男女参画・市

民協働課 

19 

産前・産後休業、育

児休業期間中の相談

支援 

産前・産後休業、育児休業明けに、保護者の希

望に応じて、円滑に認定こども園、幼稚園、保

育所等が利用できるよう相談支援を行います。 

こども未来課 
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（６）相談体制、情報提供の充実 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

20 
子育て支援事業の周

知 

武雄市子育て総合支援センター等の子育て支

援事業を周知し、母親が安心して出産・子育て

できるよう努めます。 

こども未来課 

21 
妊娠期からの切れ目

のない支援 

こども家庭課と子育て総合支援センターが連

携し母親の不安や悩みの軽減を図り、妊娠期か

らの切れ目のない支援を提供します。 

こども家庭課 

こども未来課 

22 
子育てに関する情報

の提供 

市ホームページ「たけおの子育て情報サイト」

での情報提供を行います。また、国が運営する

「ここｄｅサーチ」において最新情報の提供が

できるよう努めます。 

こども家庭課 

こども未来課 

23 
ヤングケアラーに対

する支援 

関係機関と庁内関係課が連携した「武雄市ヤン

グケアラー支援チーム」において、ヤングケア

ラーやその家族に対する支援に取り組みます。

また、子ども自身が相談しやすい窓口を設け、

相談体制の充実に努めます。 

こども家庭課 

福祉課 

 

 

 

基本目標２ 妊娠期からの切れ目のない支援の充実 

（１）安心して妊娠、出産ができる環境の確保 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

24 伴走型相談支援 

妊娠や子育て家庭に寄り添い、安心して出産・

子育てができるよう、保健師や助産師などによ

る面談を行いながら、必要な支援につなぎま

す。 

こども家庭課 

25 妊婦一般健康診査 

国の「安全安心な出産の確保」の方針に基づき、

妊婦一般健康診査受診票を交付し、定期的な健

診の受診を促進します。 

こども家庭課 

26 産婦健康診査 

産婦健康診査受診票（２週間と１か月の２回

分）を交付し、健康診査に係る費用を助成しま

す。 

こども家庭課 

 

（２）親子の健康への支援 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

27 産後ケア事業 
出産後の母子に対して、助産師等の専門職が心

身のケアや育児サポート等の支援を行います。 
こども家庭課 

28 
母子保健推進員によ

る訪問・相談支援 

母子保健推進員が生後７～８か月児のいる家

庭を訪問し、保護者への声かけを実施します。 
こども家庭課 
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No. 具体的な施策 内 容 担当課 

29 
プレパパ・ママサロ

ンの実施 

妊娠中の食事・分娩について管理栄養士や助産

師からの講話、妊婦体験、沐浴指導等を行いま

す。 

こども家庭課 

30 
発達段階に応じた健

康診査の実施 

乳児期については、乳児一般健康診査票を交

付し、医療機関の個別受診により異常の早期

発見に努めます。幼児期については、１歳６

か月児健診、３歳６か月児健診にて身体的異

常の早期発見に努めます。また、精神発達面

が気になる児に対して、臨床心理士や言語聴

覚士による専門的な継続支援ができるよう努

めます。 

こども家庭課 

31 健康教育の充実 

離乳食教室や乳幼児相談等の機会を活用し、栄

養や睡眠等の生活習慣についての指導を行い

ます。 

こども家庭課 

32 育児相談の実施 

乳幼児相談や２歳６か月児歯科健診時に保健

師と面談の機会を持つことで保護者の育児不

安の軽減を図ります。 

こども家庭課 

 

（３）食育の推進 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

33 
成長段階に応じた食

育の推進 

武雄市食育推進計画に基づき、保育所・幼稚園・

認定こども園・小中学校栄養教諭等と行政が連

携して、妊娠期、乳幼児期、学童・思春期～高

齢期まで切れ目のないライフステージごとの

食育を推進します。 

健康課 

 

 

基本目標３ 特別な支援を必要とする子どもたちへの支援の充実 

（１）児童虐待防止策の充実 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

34 
児童虐待防止策の推

進 

武雄市要保護児童対策協議会を中心に関係機

関の連携を強化し、情報の共有と支援体制を充

実します。また、個別のケースについては、武

雄市要保護児童対策協議会の構成機関である

児童相談所や警察署等と連携し、きめ細やかな

対応を推進します。 

こども家庭課 
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No. 具体的な施策 内 容 担当課 

35 
社会的養護が必要な

子どもへの支援 

養護施設の理解を深めるための広報を充実す

るとともに、子どもの心のケアを含め、子ども

の視点で考えながら、家庭的養育環境形態にし

ていくように努めます。 

こども家庭課 

 

（２）子どもの貧困対策 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

36 

武雄市子どもの未来

応援計画（武雄市子

どもの貧困対策実行

計画）との連携 

武雄市子どもの未来応援計画（武雄市子どもの

貧困対策実行計画）と連携し、貧困の連鎖を断

ち切るために必要な施策を長期的かつ継続的

に取り組みます。 

こどもの貧困

対策課 

 

（３）障がいのある子どもがいる家庭への支援 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

37 情報提供の充実 

障がい福祉計画に基づく、居宅介護や短期入

所、障がい児福祉計画に基づく児童発達支援等

のサービスについて情報提供を行います。 

福祉課 

38 関係機関との連携 

自立支援協議会子ども支援部会、武雄市相談支

援センター等の関係機関と連携を強化し、支援

体制の充実を図ります。 

こども家庭課 

39 相談体制の充実 

相談員（社会福祉士）による相談、公認心理師

による心理巡回訪問・個別心理相談等、専門職

による相談を実施します。 

こども家庭課 

40 

子育て交流サロン、

ペアレント・プログ

ラムの実施 

発達障がいのある子どもの保護者向けの勉強

会や保護者同士の交流会を実施します。 
こども家庭課 

 

（４）外国につながる子どもへの支援 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

41 日本語教室の開催 

言葉の壁や生活習慣の違い等の様々な問題に

対応するため、ＣＳＯ団体による日本語教室の

開催、広報での啓発活動を実施します。 

男女参画・市

民協働課 

42 
日本語指導担当教員

等の配置 

日本語指導が必要な児童生徒が在籍している

学校に、日本語指導担当教員、帰国子女等対応

非常勤講師を配置し、学習面での支援に努めま

す。 

学校教育課 
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基本目標４ 子どもの健全な育成を図る教育環境の整備 

（１）教育環境の整備 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

43 

こども基本法や子ど

もの権利条約の周知

啓発 

こども基本法や子どもの権利条約の趣旨や内

容についての理解を促すため、学校や放課後児

童クラブ、生涯学習講座、子どもを対象とした

イベント等を通して、周知啓発を図ります。ま

た、保護者や子育て支援に関わる地域の人へ情

報提供を実施し、子どもの権利に関する理解促

進を図ります。 

こども未来課 

学校教育課 

生涯学習課 

44 
子どもたちの「生き

る力」の育成 

子ども一人一人の主体的な学びを重視し、知

識・技能に加え、学びに向かう力や思考力・判

断力など将来必要とされる力を伸ばします。そ

のために、教育ＤＸの推進や、官民一体型学校

など各校の特色ある学校づくりに取り組みま

す。 

学校教育課 

新しい学校づ

くり課 

45 
道徳教育や体験活動

の充実 

豊かな人間性を育むため、全小中学校でのふれ

あい道徳の実施、ボランティア活動、ものづく

り体験等の体験活動の充実を図ります。 

学校教育課 

46 
人権・同和教育の充

実 

学校での人権・同和教育を充実するとともに、

子育て講演会等を通して保護者への啓発を行

い、学校・家庭・地域が連携し、子どもたちの

人権意識の向上に取り組みます。 

学校教育課 

生涯学習課 

47 教育相談の充実 

庁内関係課、医療機関や児童相談所、武雄警察

署等が連携し、不登校やいじめ、問題行動等へ

の対応と相談体制の充実に努めます。 

学校教育課 

48 
基本的な生活習慣の

定着 

たくましい身体を育むため、基本的な生活習慣

の定着と「食」の大切さの理解、運動に親しみ

体を鍛えることを奨める教育を推進します。 

学校教育課 

49 
特別支援教育の支援

員の配置 

特別な配慮が必要な児童生徒が在籍している

学校に支援員を配置し、日常生活の介助、学習

支援などを行います。 

学校教育課 

50 

認定こども園・幼稚

園・保育所・小学校・

中学校の連携 

幼保小での授業参観や情報交換等を実施し、連

携を図ります。また、赤ちゃん登校日や育ちあ

い講座を実施し、幼児と小中高生とが関わる機

会をつくります。 

学校教育課 

こども未来課 

51 
地域に開かれた学校

づくり 

コミュニティスクール（学校運営協議会）の取

組を通じて、学校の目標やビジョンを地域に共

有し、地域と連携した子どもたちの体験学習を

推進します。 

学校教育課 

新しい学校づ

くり課 
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No. 具体的な施策 内 容 担当課 

52 
情報モラル講座「ひ

まわり講座」の周知 

小学生・中学生を対象に、安全に安心してイン

ターネットを利用するための情報モラル、トラ

ブル等の対処方法や相談窓口について、県が実

施する出前講座の周知と活用の促進を図りま

す。 

学校教育課 

（県事業） 

 

（２）家庭の教育力の向上 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

53 
地域等での家庭教育

への支援 

地域における親子交流の場づくりや保護者向

けの子育て講演会を通して、子育ての大変さを

感じている保護者に共感しながら、基本的な生

活習慣や親子の関わり等に関する学習機会の

充実を図ります。 

こども未来課 

 

（３）思春期の保健対策 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

54 
薬物乱用防止教育、

防煙教室の実施 

思春期の子どもたちが、正しい知識を持ち、適

切な対応をとることができるよう小中学校に

おいて、薬物乱用防止教室や防煙教室を実施し

ます。 

学校教育課 

55 
地域環境点検活動の

実施 

武雄市青少年育成市民会議・町民会議による地

域環境点検活動を実施し、子どもたちを取り巻

く環境の整備を進めます。 

生涯学習課 

56 保健教育の推進 

学校医等による性に関する講演会の開催等、発

達に応じた性に対する正しい知識を身につけ

るための保健教育を推進します。 

学校教育課 

 

 

基本目標５ 安全で安心して子育てができる地域づくり 

（１）子どもの安全の確保 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

57 交通安全意識の向上 

保育所等における交通安全訓練の実施や市立

小中学校、保育所等における交通安全教室を実

施し、子どもたちの交通安全意識の向上に努め

ます。また、交通安全指導員が立哨し、子ども

の安全確保や交通安全指導を実施します。 

こども未来課 

生涯学習課 

防災・減災課 
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No. 具体的な施策 内 容 担当課 

58 
地域における防犯活

動の推進 

「ながら防犯活動」や青少年育成町民会議の関

係者等による防犯パトロール活動、学校・ＰＴ

Ａ・警察と連携した「子ども 110番の家」運動

等を実施し、犯罪の発生しない環境づくりに努

めます。 

防災・減災課 

生涯学習課 

59 防犯意識の向上 

不審者対応避難訓練の実施等、各種行事や各教

科を通じて子どもの防犯意識の向上を図る取

組を推進します。また、保育所等においては、

教職員等の防犯に関する研修会等を実施し、危

機管理意識の向上に努めます。 

こども未来課 

学校教育課 

 

（２）子育てを支援する生活環境の整備 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

60 
安全な道路環境の整

備 

通学路合同点検及び未就学児の移動経路の合

同点検を実施し、危険個所への対策を行いま

す。また、歩行者の安全確保のための対策を実

施し、歩道や交通安全施設の整備等に努めま

す。 

学校教育課 

防災・減災課 

建設課 

61 公園や広場等の整備 
遊具点検・施設点検を実施し、公園や広場等の

適切な管理を行います。 
都市政策課 

 

（３）子育てを支える地域社会の形成 

No. 具体的な施策 内 容 担当課 

62 

家庭・地域・学校等

の連携強化と地域全

体での協働活動の推

進 

コミュニティスクールと地域学校協働活動を

一体的に進め、地域と学校の連携を図ります。

部活動の地域連携や登下校の見守り活動など

に地域全体で取り組みます。また、地域の各種

団体や企業の協力により、子どもたちの体験活

動の充実を図ります。 

学校教育課 

生涯学習課 

新しい学校づ

くり課 
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第５章 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保（子ども・

子育て支援事業計画） 

１ 子ども・子育て支援制度の概要 

（１）制度の全体像 

子ども・子育て関連３法に基づき実施される、子ども・子育て支援制度であり、主なポ

イントとしては、「認定こども園の普及」「教育・保育の無償化による施設等利用費の支

給」「保育の量的拡大・確保」「地域子ども・子育て支援の充実」などがあげられます。 

 

■制度における給付・事業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※は第３期計画からの新規事業  

Ⅰ 子ども・子育て支援給付 

子どものための教育・保育給付 

（小学校就学前の子ども対象） 

施設型給付 

（認定こども園・幼稚園・保育所） 

地域型保育給付 

（小規模保育・家庭的保育・事業

所内保保育・居宅訪問型保育） 

子育てのための施設等利用給付 

（未移行の幼稚園、認可外保育施設、 

預かり保育等の利用） 

子どものための現金給付 

Ⅱ 地域子ども・子育て支援事業 

１ 妊婦健康診査 

２ 乳児家庭全戸訪問事業 

３ 利用者支援事業 

４ 地域子育て支援拠点事業 

５ 子育て援助活動支援事業（ファミリ

ー・サポート・センター事業） 

６ 子育て短期支援事業 

７ 養育支援訪問事業 

８ 時間外保育事業（延長保育事業） 

９ 一時預かり事業 

10 病児保育事業（病児・病後児保育事

業） 

11 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

12 多様な事業者の参入促進・能力活用

事業 

13 放課後児童健全育成事業（放課後児

童クラブ） 

14 子育て世帯訪問支援事業※ 

15 児童育成支援拠点事業※ 

16 親子関係形成支援事業※ 

17 妊婦等包括相談支援事業※ 

18 産後ケア事業※ 

19 乳児等通園支援事業（こども誰でも

通園制度）※ 
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（２）保育の必要性の認定 

１）保育区分 

子どものための教育・保育給付や子育てのための施設等利用給付の利用を希望する

保護者に、利用のための認定（保育の必要性の認定）を受けていただきます。認定は６

つの区分となっており、認定に応じて施設や事業などの利用先が異なります。 

 

認定区分 対象となる子ども 利用できる主な施設・事業 

教
育
・
保
育
給
付 

１号認定 
新制度幼稚園等のみを希望する満３歳

以上の子ども 

幼稚園 

認定こども園（幼稚園部） 

２号認定 
満３歳以上で保護者の就労や疾病など

により、家庭での保育が困難な子ども 

認可保育所 

認定こども園（保育園部） 

３号認定 
満３歳未満で保護者の就労や疾病など

により、家庭での保育が困難な子ども 

認可保育所 

認定こども園（保育園部） 

地域型保育事業 

施
設
等
利
用
給
付 

新１号認定 

満３歳以上の小学校就学前の子どもで

あって、新２号認定子ども・新３号認定

子ども以外のもの 

幼稚園 

特別支援学校等 

新２号認定 

満３歳に達する日以後最初の３月 31日

を経過した小学校就学前の子どもであ

って、保護者の就労や疾病などにより、

家庭での保育が困難な子ども 

認定こども園 

幼稚園 

特別支援学校（満３歳入園児は

新３号、年少児からは新２号） 

認可外保育施設 

預かり保育事業 

一時預かり事業 

病児保育事業 

ファミリー・サポート・センタ

ー事業（２歳児までは新３号、

３歳児からは新２号） 

新３号認定 

満３歳に達する日以後最初の３月 31日

までの間にある小学校就学前の子ども

であって保護者の就労や疾病などによ

り、家庭での保育が困難な子どものう

ち、保護者及び同一世帯員が市町村民

税世帯非課税者であるもの 
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２）保育を必要とする事由 

保育所などで保育を希望する場合の保育認定（２号認定、３号認定、新２号認定、新

３号認定）にあたっては、保護者のいずれもが、次のいずれかに該当することが必要で

す。 

・就労（月 48 時間以上） 

・妊娠、出産 

・疾病、障がい 

・同居または長期入院などをしている親族の介護・看護 

・災害復旧 

・求職活動 

・就学 

・虐待やDV のおそれがあること 

・育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用が必要で   

あること 

 

３）保育の必要量 

保育の必要な時間に応じて、次のいずれかに区分されます。 

 

・「保育標準時間」認定：フルタイム就労などを世想定した利用時間（11時間以内） 

・「保育短時間」認定：パートタイム就労などを想定した利用時間（８時間以内） 
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２ 将来フレーム（将来の子ども人口） 

■推計方法 

・令和２年から令和６年の住民基本台帳（各年３月末）における性別、年齢１歳階

級別の実績人口の動態から「変化率」を求め、これに基づき将来人口を推計する

「コーホート変化率法」により推計しています。 

・０歳人口は、コーホート変化率法を用いて推計した将来各年における 15～49 歳

女性人口に女性子ども比を乗ずることで、将来各年における０歳人口を推計して

います。 

※推計に使用した女性子ども比は、令和２年から令和６年の各年における女性

子ども比を算出した上で、その平均を求め、この平均値を推計に用いる女性

子ども比としています。15～49 歳の女性人口と０歳人口との比を女性子ど

も比として算出しています。 

 

０歳～11 歳の子ども人口は減少傾向で推移し、令和 11 年には 4,402人と推計さ

れ、令和６年の 4,815人から 413 人の減少が見込まれています。 

 

■子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績値は住民基本台帳（各年４月１日）           
推計値は住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により算出 

 

 

 

  

338 307 325 320 317 317 318 

754 718 658 645 659 651 648 

1,248 1,231 1,158 1,098 1,031 991 972 

2,618 2,559 2,585 2,589 2,574 2,526 2,464 

4,958 4,815 4,726 4,652 4,581 4,485 4,402 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

０歳 １～２歳 ３～５歳 ６～11歳

(人)

６～11歳

実績値 推計値
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資料：実績値は住民基本台帳（各年４月１日）           
推計値は住民基本台帳をもとにコーホート変化率法により算出 

 

３ 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法第 61 条に基づき、市町村は子ども・子育て支援事業計画にお

いて、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の整備状況

等を総合的に勘案して、教育・保育の提供区域を設定し、区域ごとに事業の必要量を算

出するとともに、事業内容や実施時期を定めることとされています。 

本市の教育・保育提供区域は、以下のように設定します。 

 

■武雄市の教育・保育の提供区域 

① 認定区分（１号、2号、３号）ごとの教育・保育提供区域等、基本となる提

供区域は「市全域」の１区域とします。 

② 地域・子ども子育て支援事業の提供区域は、基本的には「市全域」の１区域

とします。ただし、放課後児童クラブについては、基本は「小学校区」とし

ます。 

 

４ 教育・保育の量の見込みと確保の内容 

本計画では、教育・保育施設の利用について、「どのくらい需要（利用の希望）があ

るか」という見込みに対し、利用定員の計画値を定めます。本市では、就学前の教育・

保育施設などの利用にあたり、子どもの年齢や保育の必要性に応じて利用のための認

定を行います。計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」は、令和２

年度からの実績を基に、計画策定に係るニーズ調査（令和５年度実施）の結果も活用し

定めます。  

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

0歳 338 307 325 320 317 317 318
1歳 372 344 312 331 326 323 323
2歳 382 374 346 314 333 328 325
3歳 402 377 369 342 310 329 324
4歳 442 403 378 370 343 311 330
5歳 404 451 411 386 378 351 318
小計 2,340 2,256 2,141 2,063 2,007 1,959 1,938
6歳 422 413 461 420 395 387 360
7歳 438 425 417 464 423 398 390
8歳 414 439 426 418 465 424 399
9歳 422 416 441 428 420 467 426
10歳 442 422 416 441 428 420 468
11歳 480 444 424 418 443 430 421
小計 2,618 2,559 2,585 2,589 2,574 2,526 2,464

4,958 4,815 4,726 4,652 4,581 4,485 4,402

推計値

０～11歳　合計

未
就
学
児

小
学
生

実績値
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（１）量の見込み 

単位：人 

 
認定区

分                        
 
 
 

年度別 

量の見込み 

１号 
（３～５歳） 

２号  
（３～５歳） 

３号 
（０～２歳） 

計 

教育を希望 

幼児期の学
校教育の利
用希望が強

い 

左記 
以外 

保育が必要 

０歳 １歳 ２歳 

令和７年度 

（2025 年度） 
220 

900 
54 260 300 1,734 

50 850 

令和８年度 

（2026 年度） 
210 

850 
50 260 270 1,640 

40 810 

令和９年度 

（2027 年度） 
200 

790 
47 250 260 1,547 

40 750 

令和 10 年度 

（2028 年度） 
190 

770 
45 240 270 1,515 

30 740 

令和 11 年度 

（2029 年度） 
180 

760 
42 230 260 1,462 

30 730 

 

（２）確保の方策 

「教育・保育施設による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を次のとおり設定し

ます。この事業計画に基づき、計画期間において必要な教育・保育施設の整備を計画的

に実施します。 

■教育・保育の量の見込みと確保の方策（令和７年度） 

単位：人 

 
認定区分                        

 

年度別 

量の見込み 

１号 
（３～５歳） 

２号  
（３～５歳） 

３号 
（０～２歳） 

計 
教育を 

希望 

教育の利用

希望が強い 

左記 

以外 

保育が必要 

０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（利用希望者数） 

220 50 850 54 260 300 1,734 

②確保の方策 
（利用定員） 

335 882 138 250 258 1,863 

内 

訳 

特定教育・保育施設 335 882 132 243 253 1,845 

確認を受けない幼稚園 0 － － － － 0 

特定地域型保育事業 － － 6 7 5 18 

②－① 115 ▲18 84 ▲10 ▲42 129 



41 

■教育・保育の量の見込みと確保の方策（令和８年度） 

単位：人 

 
認定区分                        

 

年度別 

量の見込み 

１号 
（３～５歳） 

２号  
（３～５歳） 

３号 
（０～２歳） 

計 
教育を 

希望 

教育の利用

希望が強い 

左記 

以外 

保育が必要 

０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（利用希望者数） 

210 40 810 50 260 270 1,640 

②確保の方策 
（利用定員） 

325 870 139 252 264 1,850 

内 

訳 

特定教育・保育施設 325 870 128 240 250 1,813 

確認を受けない幼稚園 0 － － － － 0 

特定地域型保育事業 － － 11 12 14 37 

②－① 115 20 89 ▲8 ▲6 210 

 

■教育・保育の量の見込みと確保の方策（令和９年度） 

単位：人 

 
認定区分                        

 

年度別 

量の見込み 

１号 
（３～５歳） 

２号  
（３～５歳） 

３号 
（０～２歳） 

計 
教育を 

希望 

教育の利用

希望が強い 

左記 

以外 

保育が必要 

０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（利用希望者数） 

200 40 750 47 250 260 1,547 

②確保の方策 
（利用定員） 

310 850 131 252 264 1,804 

内 

訳 

特定教育・保育施設 310 850 120 240 250 1,770 

確認を受けない幼稚園 0 － － － 0 0 

特定地域型保育事業 － － 11 12 14 37 

②－① 110 60 84 2 4 257 
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■教育・保育の量の見込みと確保の方策（令和 10 年度） 

単位：人 

 
認定区分                        

 

年度別 

量の見込み 

１号 
（３～５歳） 

２号  
（３～５歳） 

３号 
（０～２歳） 

計 
教育を 

希望 

教育の利用

希望が強い 

左記 

以外 

保育が必要 

０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（利用希望者数） 

190 30 740 45 240 270 1,515 

②確保の方策 
（利用定員） 

300 830 122 252 264 1,768 

内 

訳 

特定教育・保育施設 300 830 110 240 250 1730 

確認を受けない幼稚園 0 － － － 0 0 

特定地域型保育事業 － － 12 12 14 38 

②－① 110 60 77 12 ▲6 253 

 

■教育・保育の量の見込みと確保の方策（令和 11 年度） 

単位：人 

 
認定区分                        

 

年度別 

量の見込み 

１号 
（３～５歳） 

２号  
（３～５歳） 

３号 
（０～２歳） 

計 
教育を 

希望 

教育の利用

希望が強い 

左記 

以外 

保育が必要 

０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 
（利用希望者数） 

180 30 730 42 230 260 1,472 

②確保の方策 
（利用定員） 

290 820 112 252 264 1,738 

内 

訳 

特定教育・保育施設 290 820 100 240 250 1,710 

確認を受けない幼稚園 0 － － － 0 0 

特定地域型保育事業 － － 12 12 14 38 

②－① 110 60 70 22 4 266 
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５ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

（１）妊婦健康診査 

【事業概要】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の

把握、検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医

学的検査を実施する事業です。 

 

【確保方策】 

定期的に妊婦健康診査を受診することで異常の早期発見・早期治療につながり、安

全な出産と健やかな児の発育を促すことになります。安定した妊娠期を過ごすこと

ができるよう継続的に取り組んでいきます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
件 325 322 321 323 323 

回 4,550 4,508 4,494 4,522 4,522 

②確保方策 回 4,550 4,508 4,494 4,522 4,522 

 

（２）乳児家庭全戸訪問事業 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提

供や養育環境等の把握を行う事業です。 

 

【確保方策】 

生後１～２か月頃に保健師や助産師が訪問し、乳児の成長確認及び子育て支援に

関する情報提供を行うとともに、支援が必要な場合には、関係機関と連携し、適切な

子育て支援サービスの提供を行います。また、乳幼児全戸訪問事業以外にも、生後７

～８か月頃に母子保健推進員が訪問し、子育てに関する情報提供を行い、身近な地域

での子育て支援を行います。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 件 317 314 313 315 315 

②確保方策 件 317 314 313 315 315 
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（３）利用者支援事業 

【事業概要】 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供及び必要に応じた相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等

を行う事業です。 

 

【確保方策】 

子育て総合支援センターに基本型、市役所にこども家庭センター型をそれぞれ設

置し、互いに連携しながら妊娠期から切れ目ない伴走型の相談支援を実施します。 

 

 ■基本型 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 箇所 1 1 1 1 1 

②確保方策 箇所 1 1 1 1 1 

 ■特定型 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 箇所 0 0 0 0 0 

②確保方策 箇所 0 0 0 0 0 

 ■こども家庭センター型 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 箇所 1 1 1 1 1 

②確保方策 箇所 1 1 1 1 1 

※基本型は、子育て家庭にとって身近な場所での相談、情報提供、支援等を行います。 

※特定型は、子育て家庭等からの保育サービスに関する相談、情報提供、利用の支援等

を行います。 

※こども家庭センター型は、保健師等が妊産婦等からの相談、状況の把握を行い、必要

な家庭には支援プランを策定し支援を行います。 
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（４）地域子育て支援拠点事業 

【事業概要】 

公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育児相談や乳

幼児及びその保護者が相互交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の

提供、助言、その他の援助を行う事業です。 

 

【確保方策】 

子育て総合支援センターでは、ひろば等での親子の交流、情報提供、気軽に相談で

きる場を提供し、地域で安心して子育てができるよう支援します。また、子育て支援

者の養成・研修を実施し、地域で活動する子育て支援者を増やし、地域全体で子育て

家庭を支援する体制を充実させます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 4,226 4,064 3,941 3,841 3,797 

②確保方策 箇所 1 1 1 1 1 

 

（５）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【事業概要】 

子育て中の保護者を会員として、子どもの預かり等の援助を受けたい人と援助を

行いたい人の相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 

【確保方策】 

利用会員、協力会員ともに、安心して円滑に利用・活動ができるようにコーディネ

ートを行い、会員登録の際に子育てに関する困りごと等を把握し、会員の状況に合わ

せたマッチングや他の支援サービスの利用につなげます。また、協力会員の確保と質

の向上を図る取組を推進します。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 174 168 162 158 157 

②確保方策 人日 174 168 162 158 157 
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（６）子育て短期支援事業 

【事業概要】 

児童を養育している家庭の保護者が病気や出産、育児疲れ、冠婚葬祭などにより、

家庭において子どもを養育することが一時的に困難になった場合や、保護者の育児

不安や過干渉等により、児童自身が一時的に保護者と離れることを希望する場合に

児童養護施設等で一定期間、子ども及び保護者を預かる事業です。 

 

【確保方策】 

必要な家庭が利用できるよう本事業についての周知を図ります。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 40 40 40 40 40 

②確保方策 人日 40 40 40 40 40 

②－① 人日 0 0 0 0 0 

 

（７）養育支援訪問援事業 

【事業概要】 

養育支援が特に必要な家庭に対して、居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を

行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

【確保方策】 

養育支援が必要な家庭を保健師、家庭児童相談員等が訪問し、継続的に支援するこ

とで、必要な時期に必要な支援へとつなげることができるよう、関係機関との連携を

強化します。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人 52 52 52 52 52 

②確保方策 人 52 52 52 52 52 
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（８）時間外保育事業（延長保育事業） 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の保育時間以外において、認定こども園、

保育所等で保育を実施する事業です。 

 

【確保方策】 

今後も、現在の体制を維持しながら、保護者の保育時間の延長に対するニーズに適

切に対応していきます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人 875 842 816 796 787 

②確保方策 
人 875 842 816 796 787 

箇所 18 18 18 18 18 

②－① 人日 0 0 0 0 0 

 

（９）一時預かり事業 

【事業概要】 

家庭で保育を受けることが一時的に困難になった児童に関し、主として昼間に、認

定こども園、幼稚園、保育所等において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業で

す。 

１）幼稚園における一時預かり 

【確保方策】 

今後も、現在の体制を維持しながら、幼稚園における預かり保育の需要に適切に対

応していきます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 21,801 20,966 20,331 19,816 19,587 

②確保方策 
人日 21,801 20,966 20,331 19,816 19,587 

箇所 14 14 14 14 14 

②－① 人日 0 0 0 0 0 
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２）幼稚園以外における一時預かり 

【確保方策】 

保護者の急病や育児疲れ等への対応ができており、今後も、保護者の保育ニーズに

適切に対応していきます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 2,046 1,967 1,908 1,859 1,838 

②確保方策 人日 2,046 1,967 1,908 1,859 1,838 

②－① 人日 0 0 0 0 0 

 

（10）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

【事業概要】 

発熱等の急な病気や病気からの回復期などで、集団保育が困難な子どもを、就労な

どにより家庭で保育できない保護者に代わって、看護師と保育士が一時的に保育す

る事業です。 

 

【確保方策】 

今後も、関係機関と連携を図りながら、本事業の周知を図り、保護者の子育てと仕

事の両立を支援していきます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 737 709 687 670 662 

②確保方策 
人日 737 709 687 670 662 

箇所 2 2 2 2 2 

②－① 人日 0 0 0 0 0 

 

（11）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【実施方針】 

生活保護世帯を対象に、認定こども園、幼稚園、保育所などが保護者から徴収する

日用品、文房具などの実費徴収の一部を補助します。また、新制度未移行園を利用す

る低所得世帯及び多子世帯を対象に副食費の一部を補助します。 
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（12）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【実施方針】 

地域の教育・保育ニーズに沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援の量的

拡大を進めるうえで、多様な事業者の新規参入を支援するほか、認定こども園におい

て特別な支援が必要な子どもを受け入れる場合に、職員の加配に必要な費用を補助

することで、子ども一人ひとりの状態に応じた適切な教育・保育の機会の充実を図り

ます。 

 

（13）放課後児童健全育成事業 

１）放課後児童クラブ 

【事業概要】 

保護者の就労や疾病等の理由で、放課後に保護者が家庭にいない小学生に対して、

学校などで、放課後に生活の場、適切な遊びの場を提供する事業です。 

 

【確保方策】 

令和２年 10月に策定した「武雄市放課後児童クラブ施設整備方針」に沿って、児

童の居場所確保に努めます。整備方針の内容については、学校教育に支障が生じない

限り、①余裕教室や放課後等一時的に使用していない特別教室等の徹底的な活用を

促進するものとし、学校施設の活用ができない場合は、②公共施設（公民館等）の活

用又は③民間施設や民間事業者の活用を行い、①から③までの活用ができない場合

に施設建設の検討を行うこととしています。 

また、支援を要する児童が増加していることに伴い、支援員の配置数も増加してい

ます。支援員の確保の取組及び研修等を充実し、質の向上に努めます。 

 

小学 
校区   単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

武
雄
小 

①量の見込み 人 111 106 103 99 97 

 １年生 人 32 31 30 29 29 

 ２年生 人 24 23 22 21 21 

 ３年生 人 25 24 23 22 21 

 ４年生 人 14 13 13 13 12 

 ５年生 人 12 11 11 11 11 

 ６年生 人 4 4 4 3 3 

②確保方策 計 人 111 106 103 99 97 
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小学 
校区   単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

御
船
が
丘
小 

①量の見込み 人 262 245 227 220 219 

 １年生 人 80 70 57 56 55 

 ２年生 人 61 60 56 56 56 

 ３年生 人 53 51 50 47 47 

 ４年生 人 36 34 34 32 32 

 ５年生 人 23 22 22 21 21 

 ６年生 人 9 8 8 8 8 

②確保方策 計 人 262 245 227 220 219 

橘
小 

①量の見込み 人 45 43 39 39 36 

 １年生 人 14 13 10 9 8 

 ２年生 人 12 12 12 11 11 

 ３年生 人 11 10 10 10 10 

 ４年生 人 3 3 3 3 3 

 ５年生 人 3 3 3 3 3 

 ６年生 人 2 2 1 1 1 

②確保方策 計 人 45 43 39 39 36 

朝
日
小 

①量の見込み 人 197 184 179 174 172 

 １年生 人 60 53 51 50 49 

 ２年生 人 49 47 46 45 44 

 ３年生 人 35 34 33 31 31 

 ４年生 人 23 22 21 21 21 

 ５年生 人 19 18 18 17 17 

 ６年生 人 11 10 10 10 10 

②確保方策 計 人 197 184 179 174 172 

若
木
小 

①量の見込み 人 58 55 55 53 50 

 １年生 人 5 5 5 5 4 

 ２年生 人 8 7 7 7 7 

 ３年生 人 10 10 10 9 8 

 ４年生 人 13 13 13 12 11 

 ５年生 人 11 10 10 10 10 

 ６年生 人 11 10 10 10 10 

②確保方策 計 人 58 55 55 53 50 

武
内
小 

①量の見込み 人 56 53 52 47 47 

 １年生 人 14 13 13 10 10 

 ２年生 人 14 14 13 13 13 

 ３年生 人 8 7 7 7 7 

 ４年生 人 8 7 7 6 6 

 ５年生 人 9 9 9 8 8 

 ６年生 人 3 3 3 3 3 

②確保方策 計 人 56 53 52 47 47 
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小学 
校区   単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

東
川
登
小 

①量の見込み 人 47 45 43 42 41 

 １年生 人 8 7 7 6 6 

 ２年生 人 10 10 9 9 9 

 ３年生 人 8 8 8 8 7 

 ４年生 人 9 8 8 8 8 

 ５年生 人 7 7 7 7 7 

 ６年生 人 5 5 4 4 4 

②確保方策 計 人 47 45 43 42 41 

西
川
登
小 

①量の見込み 人 22 20 19 19 18 

 １年生 人 3 2 1 1 1 

 ２年生 人 6 6 6 6 6 

 ３年生 人 4 4 4 4 4 

 ４年生 人 6 5 5 5 4 

 ５年生 人 2 2 2 2 2 

 ６年生 人 1 1 1 1 1 

②確保方策 計 人 22 20 19 19 18 

山
内
東
小 

①量の見込み 人 65 61 56 56 55 

 １年生 人 20 16 15 15 14 

 ２年生 人 13 13 12 12 12 

 ３年生 人 13 13 12 12 12 

 ４年生 人 15 15 14 14 14 

 ５年生 人 2 2 2 2 2 

 ６年生 人 2 2 1 1 1 

②確保方策 計 人 65 61 56 56 55 

山
内
西
小 

①量の見込み 人 52 45 43 42 42 

 １年生 人 14 10 9 9 9 

 ２年生 人 15 15 15 14 14 

 ３年生 人 11 10 10 10 10 

 ４年生 人 4 3 3 3 3 

 ５年生 人 4 3 3 3 3 

 ６年生 人 4 4 3 3 3 

②確保方策 計 人 52 45 43 42 42 

北
方
小 

①量の見込み 人 105 101 97 94 93 

 １年生 人 30 29 28 27 26 

 ２年生 人 27 26 25 24 24 

 ３年生 人 14 13 12 12 12 

 ４年生 人 14 13 12 12 12 

 ５年生 人 15 15 15 14 14 

 ６年生 人 5 5 5 5 5 

②確保方策 計 人 105 101 97 94 93 
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２）新・放課後子ども総合プランの推進 

【実施方針】 

本市では、国が策定した「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、学校施設・公

民館等を活用しながら、放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を図り、すべて

の子どもが安全、安心に過ごし、多様な体験・活動に参加できるよう取組を進めてき

ました。 

「新・放課後子ども総合プラン」は令和５年度で終了していますが、「令和６年度

以降の放課後児童対策について（通知）」（令和６年３月 29 日）において、各自治体

は「放課後児童対策パッケージ」を踏まえ、引き続き継続的かつ計画的な取組を推進

することとなっているため、引き続き、取組を推進していきます。 

 

（14）子育て世帯訪問支援事業  

【事業概要】 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、

ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴する

とともに、家事・子育て支援等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、

虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的とする事業です。 

 

【実施方針】 

関係機関等と情報共有を図りながら、対象となる家庭を把握し、家庭の状況に合わ

せて適切に支援できるよう、今後実施に向けて検討します。 

 

（15）児童育成支援拠点事業  

【事業概要】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童

の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣

の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及

び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況

に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、子どもの最善の利益の

保障と健全な育成を図る事業です。 

 

【実施方針】 

利用が望ましい児童には、一時保護が解除され、児童相談所から市町村に指導委託

や行政移管など引き継いだ児童や、虐待相談を受けた児童などが、本事業による支援
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を必要とすることが見込まれます。子どもが安心して過ごすことのできる場づくり

として、今後実施に向けて検討します。 

 

（16）親子関係形成支援事業  

【事業概要】 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、

講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて児童の心身の発達の状況に応じた

情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士

が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要

な支援を行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を図ることを目的と

する事業です。 

 

【確保方策】 

親子の関係や子どもとの関わり方を学ぶためのペアレント・プログラムや保護者

同士の悩み・不安の共有や情報交換ができるワークショップ等の開催など、今後実施

に向けて検討します。 

 

（17）妊婦等包括相談支援事業 

【事業概要】 

妊婦・その配偶者等に対して、面談等により情報提供や相談等（伴走型相談支援）

を行う事業です。 

 

【確保方策】 

武雄市妊婦のための支援給付金の給付を行うにあたっては、本事業を効果的に組

み合わせて実施し、情報提供や相談対応等を行うとともに必要な支援につなぎます。 

 

  単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①
量
の
見
込
み 

妊
婦
等
包
括 

相
談
支
援
事
業 

妊娠届出数 件 325 322 321 323 323 

１組当たり
面談等回数 

回 3 3 3 3 3 

面談等実施
合計回数 

回 975 966 963 969 969 

②
確
保
の
方
策 

妊
婦
等
包
括 

相
談
支
援
事
業 

こども家庭
センターに
おける面談
等実施合計

回数 

回 975 966 963 969 969 
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（18）産後ケア事業 

【事業概要】 

産科退院後に支援が必要な母子を対象に、助産師による訪問を通して、母親の心身

のケアやサポートを行う事業です。 

 

【確保方策】 

本事業について周知を図るとともに、利用しやすい体制の整備に努めます。 

 

 単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 人日 36 36 36 36 36 

②確保方策 人日 36 36 36 36 36 

 

（19）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

【事業概要】 

保育所等を利用していない満３歳未満の児童を対象に、保護者の就労要件を問わ

ず、月一定時間の利用可能枠の中で保育を行う事業です。 

 

【確保方策】 

令和８年度より全自治体で実施することとなっており、利用者のニーズの把握と

ともに、実施に向けた体制整備に努めます。 

 

年齢  単位 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

０
歳
児 

①量の見込み 人日 － 8 8 8 8 

②確保方策 人日 － 8 8 8 8 

１
歳
児 

①量の見込み 人日 － 5 5 5 6 

②確保方策 人日 － 5 5 5 6 

２
歳
児 

①量の見込み 人日 － 3 5 4 4 

②確保方策 人日 － 3 5 4 4 
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６ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保 

（１）教育・保育施設の一体的提供の推進 

認定こども園は、幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変

化等に関わらず、柔軟に子どもを受け入れられる施設です。本市においては、新制度の

趣旨や就学前児童を取り巻く環境を踏まえ、保護者の就労状況に関わらず入園が可能

で、すべての子どもに質の高い教育・保育が提供され、保護者のニーズにも応えること

のできる認定こども園の普及を推進してきました。 

今後も、各園への情報提供、助言などを継続して実施し、認定こども園への円滑な移

行を図ります。 

 

（２）教育・保育の質の向上 

乳幼児期の重要性や特性を踏まえ、発達に応じた適切な保護者の関わりや、質の高い

教育・保育や子育て支援の安定的な提供を通じ、その間の子どもの健やかな発達を保

障することが必要です。 

すべての子どもが健やかに育つよう、幼稚園・保育所・認定こども園等が、発達段階

に応じた質の高い教育を提供できる環境を整備します。園内研修に係る支援や県が実

施する各種研修についての情報提供を図り、保育士等への研修を充実することで、保

育士の負担軽減及び質の向上に努めます。 

さらに、各小学校区では、入学前には各園から学校へ情報を提供し、入学後には様子

を共有し、意見交換を実施する等、認定こども園、幼稚園、保育所、小学校等の連携体

制を構築しており、乳幼児期からのつながりの充実を図ります。 

また、令和４年度からは、こども家庭課を創設し、子どもの健診を行う保健師を配置

し、保健師が気になる子どもの園訪問に対応しています。今後も各園との連携体制の

強化に努め、子ども一人ひとりに応じたきめ細やかな支援を図ります。 

 

７ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

子育てのための施設等利用給付は、認定こども園の預かり保育、国が定めた基準を満

たした認可外保育施設等の利用費を無償化する制度で、対象となるためには給付申請

が必要です。 

各施設と連携しながら申請受付を行い、公正かつ適正な支給に取り組み、保護者の負

担軽減に努めます。 
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第６章 計画の推進体制 

１ 関係機関等との連携 

本計画の推進にあたっては、計画の子ども・子育てに関わる施策は、保健・医療・福

祉・教育・就労等、様々な分野にわたるため、庁内関係部署間の連携とともに、国・県

や関係機関との連携をさらに強化し、総合的かつ効果的な推進を図ります。また、住民

が希望する地域型保育事業を円滑に利用できるよう、市町域を超えた利用を想定して、

近隣の市町と連携を図り、迅速に調整等が行われるよう努めます。 

本計画を推進するためには、行政のみならず、市民や企業、認定こども園・幼稚園・

保育所等、地域の関係団体との連携・協働が不可欠です。子育て家庭や子ども・子育て

支援に携わる関係者だけではなく、地域全体が子育て支援の担い手として積極的に関

わることのできるよう、本計画についての周知に努めます。 

さらに、行政と教育・保育施設、地域型保育事業の実施主体が相互に連携・協働しな

がら、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を実施し、地域の実情に応

じた計画的な基盤整備に努めます。また、子ども・子育て支援に携わる関係者同士が連

携・協働できるよう支援に努めます。 

 

２ 計画の達成状況の点検・評価 

本計画（Plan）の推進にあたっては、計画に基づく施策（Do）の実施状況及び成果

を点検・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Action）を図るといっ

た、PDCAサイクルによる適切な進行管理が重要です。本計画に基づく事業について

は、「武雄市子ども・子育て会議」において、年度ごとに点検、評価、見直しを行い、

改善を図ることで、適切な進行管理に努めます。 

また、必要時には、計画の中間年を目安として、計画の見直しを実施するとともに、

計画の進捗状況等はホームページ等で公表します。 

 

 


